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〈論文〉
災害弱者の在宅避難に関する一考察
― 地域コミュニティにおける関係性の視点から ―
村　上　真　理＊
隈　本　美　星＊＊
要  旨
　本研究では、災害時の在宅避難の在り方を検討するとともに、リレーション
シップ･マーケティング理論に基づき、「共助」の基盤となる地域コミュニティ
の当事者間関係について考察した。その過程で障害福祉団体のメンバーを対象
にアンケート調査を実施したところ、現行避難所に対する不安や不満に加え、
障害のタイプによっては在宅避難へ強いニーズのあることが明らかになってい
る。これらは平素からの地域コミュニティにおける充分とは言い難い関係性に
起因すると考えられたため、ここではリレーションシップ･マーケティングに
おける相互作用プロセスのモデルを引用して考察した。その結果、今後の地域
防災の在り方に対する有意な示唆を得たものである。
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１　はじめに
　このところ日本列島は毎年のように大規模な豪雨災害に見舞われている。避
難指示や避難勧告の対象地域も以前とは比較にならないほど広範なものとな
り、これに伴って既存の避難所のみでは対象者を収容しきれないという問題が
指摘されるようになった。それと同時に、在宅避難への関心が高まっている。
これまでも水害時の「垂直避難」のように、自宅内での危険回避という考え方
はあったが、ここでの在宅避難はもっと積極的な目的によるものである。現に
南海トラフ地震の影響で大規模な住民避難の想定される自治体では、避難行動
の選択肢として位置づけているところも少なくない。
　筆者らが所属する九州国際大学地域防災リーダー育成プロジェクト１でも、
大学近隣のマンション管理組合の要請を受け、在宅避難を前提とした防災マ
ニュアルの策定に取り組んでいる。加えて、地元の障害福祉団体から、在宅避
難の在り方に関する共同検討の申し入れがあった。耐震基準を満たしたマン
ションの住人と、障害者（あるいはその家族）とでは、同じ在宅避難でも背景
要因が異なることは容易に想像されたが、詳しい実態までは知りえない。そこ
で、この機にアンケート調査を実施したところ、いくつかの興味深い事実が浮
かび上がった。本研究は、以上のような経緯のもと、主として災害弱者におけ
る在宅避難の在り方について考察を試みるものである。
２　在宅避難の概要
　一般に在宅避難とは、地震などの災害発生後も避難所に避難せず、自宅で生
活を続けることをいう。これは自宅の被害が少なく居住が続けられるなら、必
ずしも避難所に行く必要はないとの認識によるものである２。避難所での生活
は混乱や不便も多く、慣れない環境で体調を崩してしまうケースも少なくな
い。特に子供や高齢者、妊婦、障害者といったいわゆる災害弱者には、避難所
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生活での不安やストレスはより大きくなる。その点、自宅であればプライバ
シーは確保され、集団生活による感染症等の危険を回避できるという面もある
であろう。
　その逆に、在宅避難を余儀なくされるケースもある。例えば、指定された避
難所に地域住民が殺到して収容しきれない状況にあったり、避難経路の安全性
を考慮した結果、在宅せざるを得ないというものである。このように「やむを
得ない事情」によるものも含めて、ここでは在宅避難として扱っており、自宅
周辺に設営したテントや自家用車内で過ごすことも状況的には在宅避難に該当
すると思われる３。
　次に、在宅避難の背景について考えてみたい。このところ首都圏を中心に避
難所のキャパシティーに関する議論が高まっている。横浜市の公式サイトで
も、在宅避難について次のような公告がある。
自宅が無事だった方までが地域防災拠点に行ってしまうと、避難スペー
スがいっぱいになってしまうので、このような方（在宅被災生活者）は
家に戻って寝泊りをします。但し、区役所からの様々な情報や食料など
は、地域防災拠点に届けられるため、これらは地域防災拠点の避難者と
在宅被災生活者で共有します４。
　さらに本サイトでは、在宅被災生活における「共助」についても言及されて
いる。これは、在宅被災生活をおくる地域での住民同士の助け合いを訴求した
ものだが、具体的には、在宅被災生活者同士で声かけを行う、地域防災拠点か
ら集めた情報は皆で共有できるよう掲示する、救援物資を町内会館などで協力
して分配する、高齢者など支援を要する人々への訪問と情報や物資の提供を行
う、といった事項が列挙されている。このように行政が地域での在り方に踏み
込むということは、在宅避難者が相当数に及ぶことを前提としたものであり、
避難所で想定される状況の厳しさを物語っているとも言えよう。
　この点、飯山･村上（2015）の研究は注目される。高層マンションが立地し
ている地域では、戸建住宅が多い地域に比べ地域内人口が多く、避難所の収容
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者数の不足や、共同生活へのストレスといった避難所の問題が深刻化するとい
う。その方策の１つとして、高層マンションの住人の在宅避難を促すことがあ
り、高層マンションのLCP（生活継続性能：Life Community Performance）の
強化が求められている。飯山･村上は、この種の実態を把握するため、東京23
区内の20階以上のマンションを対象に東日本大震災時の被害状況等について
調査した。その結果、81％のマンションで何らかの防災備蓄が行われ、73％
でマンション内での避難指定が明らかになった。
　以上のように、在宅避難は、広義には「災害発生後も自宅に留まって避難生
活を送ること」と定義されるが、その背景にあるものは多様である。避難所生
活におけるデメリットを回避するという積極的な理由のほか、何らかの事情で
在宅を余儀なくされるという消極的理由による場合もある。現状では、避難所
に行くか在宅するかは、最終的に各人の判断によらざるを得ない。しかし、行
政による避難指示が発表されていたにもかかわらず、自宅に留まっていて被害
が拡大したようなケースでは「どうして避難指示に従わなかったのか？」が批
判的に取りざたされることも事実である。
　一方では、前掲の横浜市の公告のとおり、避難所の収容人員の関係から在宅
避難を優先的に検討する流れも顕在化してきている。但し、諸条件が満たされ
て在宅避難を開始して以降も、それで避難行動が完結するわけではない。これ
は横浜市に限ったことではないが、在宅避難の前提としていわゆる「共助」が
不可欠であり、地域での連携や相互支援がなければ、自宅に留まることの危険
性は高いものとなる。
　さらに注目されるのが、避難所と在宅避難との関係である。2016年４月に
内閣府が公表した『避難所運営ガイドライン』によれば、避難所は在宅避難者
の対応拠点としても機能しなければならないとされている。ここでいう在宅避
難者とは、被災者の中でも「避難所に居場所を確保できず、やむを得ず被災し
た自宅に戻って避難生活を送っている者」もしくは「ライフライン等が途絶し
た中で不自由な生活を送っている者」である。ちなみに阪神･淡路大震災では、
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被害が大きかった地域の約６割の被災者が在宅避難生活を余儀なくされ、ピー
ク時には避難所に暮らす被災者の約２倍強の人々が食事を求め避難所を訪れた
という。このような面を勘案すれば、避難行動を「避難所へ行くか、在宅避難
するか」という二者択一的に議論すべきでないことは明らかである。
　
３　災害弱者の視点
　前節で見たように、避難所へ行かず自宅に留まることは、総じて在宅避難で
ある。そのようなケースにおいては、被災した家屋で不自由な生活を送ってい
ることに変わりはないものの、背景にあるものは複雑である。例えば、寝たき
りの家族がいる、あるいは自らが身体障害を抱えている等といった状況であれ
ば、避難所に行きたくても行けず、結果的に在宅避難をすることになる。その
逆に、同じ障害者でも、知的障害を持つ人やその家族は、避難所へ行くことに
強い抵抗感を持つ場合がある。そこで本節では、視点を変え、災害弱者の実態
について考えてみたい。
　ここでいう災害弱者とは、防災行政上は災害時要援護者ともいい、「自分の
身に危険が差し迫ったとき、それを察知する能力がない、またはそれが困難な
者」等といった条件に該当する人のことである５。いずれにしても平常時から
何らかのハンディをもち、災害時に一般の人々と同じような危険回避行動や避
難行動、 避難生活、復旧･復興活動を行うことができず、他者による援護を必
要とする人たちの総称である。そのような災害弱者に対しては、災害の局面や
時期によって求められる援護が異なるため、きめ細かな対策が不可欠であると
される。
　有賀（2007）によると、少子高齢化が進むにつれ、災害弱者は障害者よりも
高齢者の方が、実数･割合とも高くなっているという。これまでは災害弱者イ
コール障害者とみる傾向が強かったが、現実には、高齢者の救護･介護の一部
として、災害弱者の避難方法を取り上げざるを得ない。それゆえ、災害による
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被害を最小限にとどめるには、災害弱者の実数ならびに生活場所の確認と、通
常の救護･介護体制の把握が不可欠となるのである。そして有賀は、特定の障
害者に対するバリアフリーという発想ではなく、すべての人が安全で健康的な
生活を保障されるユニバーサル･デザインが必要だと指摘する。
　根本（2011）は、勤務先病院の「訪問リハビリ」サービスを利用する在宅要
介護者の意識調査を行い、防災面において訪問リハビリが寄与できる点を明ら
かにした。その調査によると、回答者54名中53名が災害に対して少なからず
不安であると答え、その内容は避難に関するものが35名と最多であった。ま
た、身体状況や家屋構造、家族の介護力などの情報から現状での避難の可否を
セラピストが検討したところ、31名が「避難困難」と判断されている。サービ
スの利用者に一定の問題意識はあるものの、この調査の限りでは具体的な防災
対策が講じられていることは確認されなかった。ここから根本は、在宅障害者
に対する訪問リハビリの有用性が示唆されたと結論している。
　さらに柳澤ほか（2013）は、要介護者の災害時避難に、日常生活機能や移動
介助量がどのように関係しているかを検討した。これによると、要介護者の災
害時避難に関わる介護者は高齢女性が多く、ここに不健康で病気治療中の人も
含まれているため、避難行動には介護者側の状況も影響を及ぼす可能性のある
ことが明らかとなった。さらに、避難意思の有無では「避難しない」との回答
が全体の４割を占め、要介護者の日常生活機能も意思決定に関係すると考えら
れるという。また、実際の避難では介護者側の負担も大きいが、この点、移動
介助量が少ないほど避難する割合が多く、介助量が多いほど割合は低かった。
　以上の研究から明らかなように、障害者や高齢者、病気等による要介護者ら
は、災害時の避難行動における制約が著しい。一般には、これらに子供や妊婦
を含めたものが災害弱者として認識されるが、こと避難行動に関しては、前節
でのように「避難所へ行くか、在宅か」という選択的議論を適用することに馴
染まないと思われる。この点が弱者たる所以であり、ここで有賀や根本がいう
ように、平時からの地域社会における包括的なサポート、さらには継続的な訪
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問を通じての防災啓発が肝要であることが判った。
　
４　あるべき地域における関係性
　災害規模が大型化するにつれ、地域での防災対応の重要性も格段に高まって
いる。個人の努力だけでは難しく、かつ行政の対応にも限界があることから、
自助と公助とを繋ぐ「共助」としての機能が期待されるのである。しかし、共
助にも数多くの課題があることは言うまでもない。多種多様な地域特性がある
ことに加え、伝統的な人間関係が強固に存在する中での協力･協調が簡単なも
のでないことは大方の共通認識である。重度重複障害のある家族を抱えた新田
（2017）は東日本大震災の被災経験を次のように述懐している。
津波の被害が大きかった地域へ戻る際もさまざまな困難に直面した。障
害を持つ娘を抱え、また津波が来たとき、無事に避難することができる
のかという不安があった。震災の５年前に引っ越してきたため、地域と
のつながりが薄く、また支援学校に通学していたこともあり、地域学校
とのつながりも年２回ほどの居住地校交流のみであった。災害時要援護
者の登録はしていたが、町内会まかせであったため、支援者などの細か
いところまでの話し合いはなされていなかった。震災を経て、地域との
つながりの重要性を感じることとなった。
　川脇（2014）は震災前の地域活動に見られるソーシャル･キャピタルの醸成
が、震災後の共助活動（支援･受援）に携わる可能性をどの程度変化させてい
たかについて、被災地調査に基づくミクロデータをもとに検証した。その結
果、震災前の地縁活動や市民活動への参加の程度が高ければ、震災後に支援･
受援に携わる確率が有意に高くなり、ソーシャル･キャピタルは、復旧･復興
過程において人々の相互協力を効率的なものとし、復興を促進する効果がある
ことが示唆されたという。災害時の行政対応力に限界のあることを前提とすれ
ば、平時の地域の関係性を考える上で興味深い研究である。
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　これと同様のことは、その地域に所在する大学の学生についてもいえる。安
部（2019）によれば、熊本大地震の折、以前から地域住民や行政機関と関りが
あった学生や学生団体は、被災後の早い段階から地域と連携した支援活動を始
めることができていた。関りがなかった学生も、ボランティア活動への意欲が
あれば、大学組織を通じて被災直後から地域支援活動に参加したという。入学
するまでは地域との関りを持たない大学生が、最長でも４年程度の短期間のう
ちに関係を築き、それが支援活動に繋がっている。地域における関係性を考え
る上で示唆に富む事例ではなかろうか。
　ここでは最後に「地域」という概念について考える。地域における共助、地
域のつながりなどというように、地域は防災対応の基本的単位である。では、
そもそも地域をどのように理解すべきなのだろうか。広辞苑６によれば、地域
とは「区切られた土地、土地の区域」とある。また、地域を“Region”として捉
えるなら「（広大な）地域、地方、（地理的･機能的･社会的･文化的特徴による）
地方、国の行政区」７となり、空間的な広がりにとどまらず、機能的･社会的
な意味合いも含まれてくる。
　この点について松原（1978）は、地域は客観的指標と主観的指標によって設
定されると述べている。ここでいう客観的指標は「指標の同質性に基づくロー
カリティ」「有機的関連性に基づくローカリティ」「施設および機関利用に基づ
くローカリティ」である。さらに、指標とは、政治的･行政的、経済的、人口
学的、文化的なものである。また、有機的関連性については、運輸、交通、通
信機関、政治行政組織、経済組織、教育制度などの地域的体系から捉えること
のできるものである。
　一方、主観的指標は「認知されたローカリティ」「評価されたローカリティ」
「愛着されたローカリティ」に分かれる。ここでいう認知とは、地域帰属意識
や地域特性の自覚などの形でなされる。評価は地域に関する利害関心の多寡に
よるものであり、愛着とは何らかのシンボルによる愛着である。そして松原は
Regionを「あるがままの地域」、Communityを「あるべき地域」として区別す
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べきとしている。
　このような認識を踏まえれば、同じ「地域」であっても、行政による防災施
策は「あるがままの地域」を対象としたものであり、共助としての防災対応は
「あるべき地域」を対象としたものだとは考えられないであろうか （図１）。お
おむね同じ地域での公助と共助の役割分担や、共助による公助の補完を検討す
る中、両者が前提とする地域の本質が異なるとすれば、そのことは防災対応の
あり方の要点になるはずである。共助において、人のつながりや関係性が強調
されるのも、あるべき地域であるCommunityとしての性質が前提になってい
るからだといえる。
５　リレーションシップ･マーケティングからの示唆
　共助による防災対応の舞台を「あるべき地域」とするなら、あるがままの地
域における防災対応とはどこが異なるのであろうか。言い換えれば、あるべき
地域にはあり、あるがままの地域にはないものということになる。両地域の性
質差については、前節で述べたとおりだが、地域防災を展開する上でもっとも
重要な要素、あるいはカギとなるものは何かという問題である。本節では、リ
レーションシップ･マーケティングの理論を援用し、あるべき地域における相
図１　公助 ･共助で認識される地域の違い
出所：筆者作成
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互作用（人と人との関係性）について考えたい。
　リレーションシップ･マーケティングは日本語では「関係性マーケティング」
と訳されるもので、数あるマーケティング理論の中の１つである。そして一
般には、顧客との間に友好的で持続的かつ安定的な関係を構築しようとするも
のと理解される。なお、先行研究では、相互作用という表現も「関係」と同じ
意味合いで用いられている。このような認識を前提として、当事者間の関係
を「相互作用のあり方」という視点で分析するのが相互作用アプローチである。
（久保田， 2012）
　この相互作用アプローチでは、対象となる物事の相互作用に着目する。そし
て、そこでのやり取りや結果･成果、やり取りに影響を及ぼす要因や環境を検
討するというのが研究のパターンである。その要点は、分析対象同士は何らか
の形で結びついているという仮定と、分析対象はそれぞれ異なる属性を持つと
考え、その違いに着目することである。Håkansson and Snehota （1995）によ
れば、リレーションシップとは相互作用プロセスの結果であり、そこで当事者
らの間に結合が生じることで、相互に志向しあう傾向とコミットメントが創出
されるという。ここでいうコミットメントとは「ある相手との間に結びつきを
感じていて、その結びつきを重要なものだと信じていること」である（久保田， 
2012， p27）。
図２　関係性のなかの相互作用レベル
出所：Grönroos （2008） p.155より筆者作成
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　Grönroos（2008）は、関係性における相互作用をプロセスとして捉え、それ
を行為･エピソード･シークエンス･関係性の４段階に階層化した。行為は相
互作用における分析の最小単位であり、あらゆる種類の相互作用の要素に関連
する。相関関係を持つ行為はエピソードという小規模な統一体を形成するが、
すべてのエピソードは一連の行為を含んだものである。相関関係を持つエピ
ソードは、次の分析レベルであるシークエンスを形成する。このシークエンス
には捉えにくい面もあるが、時間の経過やキャンペーン、プロジェクト等を通
じて定義されるという。そして最終的かつ最も広範な分析レベルが関係性であ
る。これを図示したものが図２で、相互作用が関係性以下の階層構造になって
いるほか、左右に時間軸がとってあり、時間の経過とともに積み重ねられた行
為がやがては関係性を構築していくことを表している８。
　以上をレストランでの食事に例えれば、シークエンスが、そのレストラン
への１度の訪問の間に起こることのすべてである。そして、メニューを示し
たり特別料理を勧めたりといった行為が合わさって「注文を受ける」というエ
ピソードが成り立ち、金額を提示したり現金を受け取るといった行為で「支払
い」がエピソードになる。これらが一定の満足度に繋がれば、顧客はいずれレ
ストランを再訪する。こうしてシークエンスが繰り返された結果、レストラン
と顧客との間に信頼関係が出来あがることになる。
　このようにプロセスを異なる集合レベルで捉え階層区分することは、Grönroos
によれば相互作用を分析するための精巧な道具である。そして関係性の構築に
おけるあらゆる種類の要素が特定され、それらを正しい見方で捉えることがで
きるという。ひるがえって地域における関係性を考えたとき、様ざまな行為
の積み重ねが最終的に関係構築に至っているのであれば、それを「あるべき地
域」と呼べるであろう。その逆もしかりで、コミュニティとして活性化してい
る地域は、エピソードや行為に該当するものを容易に見出せるはずである。し
かし、小学校区や町内会といった狭いエリアでも、エピソードや行為が見当た
らなければ「あるがままの地域」でしかない。このモデルは、地域防災におけ
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る共助、さらには災害弱者へのサポートを考える上で有用度の高い尺度になる
ものと思われる。
６　研究の目的と概要
6.1　研究目的
　本研究では、災害時の在宅避難の在り方を検討するとともに、リレーション
シップ･マーケティングの観点から、今後の地域防災活動における当事者間の
関係性について考察することを目的とする。具体的には、先行研究のレビュー
を通じて論点を抽出し、先に実施した「在宅避難ニーズに関するアンケート調
査」の結果について考察するものである。調査方法としては限定的だが、ここ
での検証で、在宅避難の本質と災害弱者の防災ニーズの一端を明らかにしてい
きたい。このことはまた「共助」としての地域防災に対するインプリケーショ
ンにもなることが期待される。
6.2　アンケートの作成と実施
　アンケートは在宅避難に関する諸研究を踏まえ、質問項目を、①平素の防災
対応、②避難所経験の有無とその内容、③避難所生活に対する不安･不満、④在
宅避難にかかる認識の有無、⑤在宅避難のメリットの認知、⑥在宅避難のデメ
リットの認知、⑦在宅避難ニーズの強弱、の７つとした。（表１） 　②と④は
二者択一、⑦は５件法、それ以外は自由記述方式で尋ねる仕様である。回答欄
は概ね100字程度までの記入が可能である。なお、本アンケート調査は何らか
の仮説検証を企図したものではなく、あくまで探索的に行った。したがって、
結果集計はグラフ化もしくは一覧表の作成という単純なものにとどめている。
　実施は2019年10月～12月の間で、対象は北九州市知的障害者相談員協議会
の会員ならびに「防災について考える研修会」９への参加者である。ここでは
25名から回答を得た。なお、質問の妥当性を検証するため、アンケートの実
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施に先立ち、知的障害者相談員協議会の役員と意見交換会を開催した。この席
上では内容の見直しにかかる指摘等はなく、アンケートの回答者でもある役員
への追加的ヒアリングに終始している。また、プライバシー保護の観点から年
齢や性別、障害のタイプなど回答者の属性に関する項目は割愛した。
７　考　察
7.1　集計結果
　ここではアンケートへの回答を項目順にみていきたい。なお、文章回答につ
いては後添の【付録】に全文を掲載している。まず、平素の防災対応であるが、
記述量に開きはあるものの、ほぼ全員が記入した。内容的には食料や飲料水の
備蓄、非常用持出袋の準備といったものが目立つ。また、持病の薬や日用雑貨
も含め、具体的な品目を列挙した回答が多かった。避難所経験の有無について
は、全員が「ない」と回答している。避難所生活に対する不安･不満では、知
① 地震や風水害などの災害タイプに関わらず、普段から、防災についてはどのようなことを
心がけていますか？
② 避難所生活を経験したことがありますか？ あれば、それはどのようなものでしたか？
　 （　ある　ない　）
③ 避難所生活では、どのようなことが不安･不満ですか？　経験のない方は想像で、経験の
ある方は具体的な改善要望などをお書きください。
④ 在宅避難という言葉をご存知ですか？
　 （　知っている　　知らない　）
⑤ 在宅避難についてご存知であれば、そのメリットとは何でしょう？
⑥ 逆に、在宅避難のデメリットとは？
⑦ いざという時は、多少、無理をしてでも在宅避難をしたいと思いますか？
　 （　とても思う　まあ思う　あまり思わない　まったく思わない　判らない　）
表１　在宅避難に関するアンケート
出所：筆者作成
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的障害者が受け入れられるかを心配するものが最も多かった。プライバシーが
守られないであろうことへの不満も少なくない。
　在宅避難という言葉については19名が知っていると回答した。在宅避難の
メリットには他人に気兼ねがない、疲労感が少ない等が挙げられたが、総じて
いえば、避難所生活などの家庭とは違う環境に対する不安や混乱などが抑えら
れるというものである。デメリットについては、情報入手に関するものが多数
で、これに孤独感や相談者の不在、水や食料の配給の心配が続く。在宅避難
ニーズの程度については、とても思う・まあ思うとしたものが20名と大半で
あった。否定的な回答は２名に留まっている。（図３， 図４）
7.2　考　察
　ここではアンケートにおける回答傾向、災害弱者の防災ニーズ、在宅避難の
在り方、地域における平素の活動、という４つの論点から考察する。いずれも
先行研究のレビューを通じて抽出されたものである。まず、アンケート結果で
あるが、回答者数が少なかった割にバラツキがみられない。これは回答者の大
半が知的障害者を家族に持つ人や、自身が何らかの身体障害を抱えている人で
あったことによると思われる。しかし、それら全員が避難所経験を持たないに
も拘わらず、これだけ多くの避難所への不安や不満が指摘されたことをどう解
釈すべきであろうか。平素から蓄積されてきたある種の感情が「避難行動」と
いうフィルターを通して顕在化したのなら深慮すべきである。
　一方で、このことは防災ニーズの明確化に他ならない。その意味では、災害
弱者の実態の一端が確認されたとは言えよう。しかし、避難所への不満や不安
をもって、今後の避難所運営への改善提案とするのは短絡的すぎる。むしろ、
ここで問題とすべきは、避難所か在宅かという２者択一において在宅避難を選
んだ回答者が多かった点である。都市部を中心に在宅避難への関心が高まって
いるのは確かだが、その適否はまだ十分に明らかではない。いま重要なのは、
地域のサポートという第３の要素を含め、避難所と在宅避難の使い分けを考え
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ることだと思われる。
　今後の在宅避難の在り方についても、検討が急がれよう。アンケートの回答
には、在宅避難に過度の期待を寄せているものが散見された。最近の豪雨土砂
災害の被害実態を見ても、人命が損なわれるケースの多くは自宅においてであ
る。避難所のキャパシティーという文脈で在宅避難の必要性が語られるのは致
し方ないが、それが大きなリスクを内包した選択肢であることは、もっと認識
されてしかるべきである。なお、第２節で見たように、今後の避難所は、在宅
避難者の対応拠点としても機能しなければならないというのが政策方向であ
る。ここでの議論を踏まえ、早期の実現に期待したい。
　そして地域における防災活動である。前述したように、アンケートで顕在化
した避難所への不満や不安が、地域の日常生活で蓄積された感情に基づくもの
だとすれば、災害弱者を取り巻く環境に何らかの問題があることになる。具体
的には関係性不全であり、そのような地域は「あるべき地域」とは言えず、共
助も覚束ないに違いない。災害弱者は一様ではなく、同じ障害者でも、四肢の
障害と知的障害とでは防災ニーズが異なる。
　それがゆえの関係性であり、第５章で引用した相互作用プロセスのモデルを
尺度とするなら、災害弱者を一方の当事者とした「行為」の絶対数が不足して
いるとも考えられる。いくら熱心に地域の防災研修や避難訓練を実施しても、
図３　在宅避難という言葉を知っているか？ 図４　いざという時は在宅避難をしたいか？
出所：筆者作成
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所か在宅かという 2 者択一において在宅避難を選んだ回答者が多かった点である。都市部 
を中心に在宅避難への関心が高まっているのは確かだが、その実態はまだ十分に明らかで
はない。いま重要なのは、地域のサポートという第 3 の要素を含め、避難所と在宅避難の
使い分けを考えることだと思われる。 
今後の在宅避難の在り方についても、検討の急がれるところである。アンケートの回答
には、在宅避難に過度の期待を寄せているものが散見された。最近の豪雨土砂災害の被害
実態を見ても、人命が損なわれるケースの多くは自宅においてである。避難所のキャパシ
ティーという文脈で在宅避難の必要性が語ら るのは致し方ないが、それが大きなリスク
を内包した選択肢であることは、もっと認識されてしかるべきである。なお、第 2 節で見
たように、今後の避難所は、在宅避難者の対応拠点としても機能しなければならないとい
うのが政策方向である。ここでの議論を踏まえ、早期の実現に期待したい。 
そして地域における防災活動である。前述したように、アンケートで顕在化した避難所
への不満や不安が、地域の日常生活で蓄積された感情に基づくものだとすれば、災害弱者
を取り巻く環境に何らかの問題があることになる。具体的には関係性不全であり、そのよ
うな地域は「あるべき地域」とは言えず、共助も覚束ないと思われる。災害弱者は一様で
はない。同じ障害者でも、四肢の障害と知的障害とでは防災ニーズが異なる。 
それがゆえの関係性であり、第 5 章で引用した相互作用プロセスのモデルを尺度とする
なら、災害弱者を一方の当事者とした「行為」の絶対数が不足していると考えざるを得な
い。いくら熱心に地域の防災研修や避難訓練を実施しても、そこに災害弱者が関与しなけ
れば関係性は構築されないであろう。様ざまな行為がエピソードを形成し、シークエンス
を経て関係構築に至るには、相応の時間を要する。ここではリレーションシップ･マーケテ
ィングのロジックにより考察を試みたが、いくつかの有意な示唆を得ることができた。 
 
７ おわりに 
 本研究では、このところ関心の高まっている在宅避難を概観するとともに、リレーショ
ンシップ･マーケティングにおける相互作用プロセスの考え方に拠り、地域コミュニティの
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そこに災害弱者が関与しなければ関係性は構築されないであろう。様ざまな行
為がエピソードを形成し、シークエンスを経て関係構築に至るには、相応の時
間を要する。ここではリレーションシップ･マーケティングのロジックにより
考察を試みたが、いくつかの有意な示唆を得ることができた。
８　おわりに
　本研究では、このところ関心の高まっている在宅避難を概観するとともに、
リレーションシップ･マーケティングにおける相互作用プロセスの考え方に拠
り、地域コミュニティの関係性について考察した。また、障害福祉団体のメン
バーを対象にしたアンケート調査では、現行の避難所に対する多くの不安･不
満が明らかになった。このため一旦は避難所に対する改善提案の作成を企図し
たが、同調査で在宅避難への強いニーズが浮かび上がったことを受け、検証の
中心軸は「在宅避難の是非 → 災害弱者の防災ニーズ → 共助の実現可能性 → 
地域コミュニティの在り方」と推移したものである。
　この事実からしても、防災の各分野に検討すべき課題の山積しているのが判
る。特に在宅避難については、防災行政や地域防災活動のエアポケットに陥っ
ている感があり、これが一般の理解を「総ばな」的なものにしていることは否
めない。筆者らが所属する地域防災リーダー育成プロジェクトでは、学生を主
体に「在宅避難の検討サポート」ほかの事業に取り組んでいる。容易なことで
はないが、本研究での成果を踏まえ、常に当事者の目線で本来ニーズを探って
いくことを基本としたい。また、リレーションシップ･マーケティングの援用
も有用性が高いと思われることから、理論研究にも注力すべきであろう。以上
を今後の課題として稿を閉じる。　（了）　
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５　『防災白書』1993， 内閣府
６　広辞苑， 第７版， 岩波書店
７　ジーニアス英和辞典， 第３版， 大修館書店
８　ここでGrönroosは、Holmlund （1997, p.96）を参照している。
９　2019年12月６日に北九州市立東部障害者福祉会館で開催されたもの。主催は北九州市障
害者社会参加推進センター。
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【付録】在宅避難に関するアンケート「自由記述欄」のコメント一覧
　　　 　※ 回答によってはカッコ書きを加えるか、文意を損なわない範囲で修正している。
①地震や風水害などの災害タイプに関わらず、普段から、防災についてはどのよう
なことを心がけていますか？
・町内や校区の役員（自治会役員や民生委員）に、自分達の存在を知らせておくこと。
・災害の少ない地域なので緊急持出袋などしか作っておらず、具体的な準備には自信がな
い。
・日常的には排水溝周辺の片づけくらいしか出来ていないように思う。
・持出品の確保。
・特にない。
・あまりしていないが、水や食料は少し多めに買い置きしている。
・防災グッズを揃えている（リュックサックに入る程度のもの）。
・薬や飲料水など必需品の準備。
・食料品の備蓄、避難経路の確認、災害速報のアプリをスマートフォンへダウンロード。
・２～３日分の食料や薬を用意しておくこと。
・自宅周辺の整理（主に台風被害に備えて）。
・日本列島は災害が多発しており、いつ北九州も災害に見舞われるかと不安。情報収集を心
掛けている。
・薬など必要最低限のものを書き出して冷蔵庫に貼っている。いざという時に持ち出せるよ
う意識。
・水や食料をストックすることや、ベランダのものを片付けることくらい。
・避難用リュックサックを２つ用意している。中には子供に必要な大人用の紙パンツ、備蓄
できるアレルギー用の薬を入れている。
・テレビやインターネットでの情報収集。
・食料、水、アイマスク、耳栓などを準備。
・家族や親せきで、災害時･緊急時の連絡先を共有し携行している。
・非常時の持出品をリュックサックに入れて揃えている。常に18Ｌポリタンク２個に水を溜
めており、定期的に中身を入れ替えている。このほか飲料水の500㎖ペットボトルを６本
用意し、非常食も常備している。消火器などの防災グッズも確認している。
・心がけないといけないと思いながら、手つかずの状態。
③避難所生活では、どのようなことが不安･不満ですか？　経験のない方は想像で、
経験のある方は具体的な改善要望などをお書きください。
・プライバシーが守られない場所とは聞いている。布団があるのかなど、日常生活らしい生
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活をどの程度送れるのか判らないということしかない。
・障害者への対応がどのくらいなされるのか不安。
・飲食と睡眠。
・障害のある子どもが避難所生活に耐えられるか、とても心配。
・テレビなどで見て、とても大変だと思っている。
・（避難所へ行ってしまうと）自宅や自宅の周辺が心配。
・飲料水、集団感染、衛生面、集団生活でのストレス、食べ物の調達、ミルクやおむつな
ど。身体障害者が横になってゆっくり眠れるのか？　腰痛があれば、車中で過ごすことも
不安。
・（障害のある子どもが）声を出したり動き回ったり、他人に迷惑をかけたりするのが一番の
心配。
・（障害のある子どもが）大勢のいる中では迷惑をかけるし、静かにできない。
・娘が知的障害者。人の多いところが苦手なうえ、大きな声を出すので気を遣う。トイレも
教えることができないため失敗も多い。身体障害も少しあり、紙パンツをしたとしても、
着替えをする場所への移動がストレスになると思う。
・通常の生活に不足した部分への対応が難しい。
・食料がない、連絡手段や情報手段がない。
・プライベートな空間がない。
・言語が不自由なので、十分に意思を伝えられないのでは？
・自閉症の子どもの状況について、周囲の理解や納得を得ることが難しいと思う。
・避難所では、行政も含めたくさんの方の支援を得られると期待している。反面、団体生活
なので、プライバシーの問題や、周囲への気遣いも必要。また、持病があるので体調管理
が難しく、周囲に迷惑をかけるのではないかと心配している。
・障害のある子どもが落ち着かないと思うので、それが一番心配。知的障害者本人にその家
族も含め部屋があればいい。
・障害のある子どもが大きな声を出したり、人の多さや少しの音にも緊張したりするため、
周囲とトラブルになるのではないかというのが不安。また、排便や失便の不快さを周囲に
気遣うことが、とても辛いと感じている。
・避難所に行っても中には入らず、自家用車で過ごしたいと思っている。
・障害者は社会との共生を目指しているものの、災害などの緊急時には難しい点があるので
はないか。避難所で一緒に過ごすのはお互いに神経を使って、かえって迷惑をかけること
になりかねない。知的障害者は、突然、環境が変わるとパニックを起こすことがあり、大
声を出して落ち着けない場合もある。
・プライバシーの確保や情報伝達、女性や要支援者（乳幼児･高齢者･障害者など）への配
慮、避難者同士のコミュニケーション。
・経験がないので想像がつかない。知的障害を持つ子どもが避難所でどれだけ耐えることが
できるか。とても難しいことと思う。非日常的な生活を送ることで大パニックを起こして
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しまうかもしれない。
⑤在宅避難についてご存知であれば、そのメリットとは何でしょう？
・安心感がある。
・普段とほぼ同様に過ごせる。
・みなと一緒なので心強い。身の回りに必要なものがある。
・自身で完結するという安心感。
・癲癇患者にとって、在宅だと人目を気にしなくてよい。
・家の中なので安心感がある。
・他人に気兼ねをしなくて済む。
・気兼ねがない。
・プライバシーが保てる。生活可能範囲が広い。
・精神的に気を遣わなくてよい。
・住み慣れた場所なので、疲労感が少ない。
・障害者は避難所までの行動が難しい。避難所に入っても健常者とのコミュニケーションが
とりにくい。
・在宅の方が気を遣わなくて済む。
・知的障害を持つ子どもにとっては、見知らぬ人達と過ごす不安感はない。
・周囲への気遣いがいらない。環境変化を最小限に抑えられる。
・自分の責任の範囲で生活を工夫することができる。
・他の避難者に対して精神的負担をかけるという心配がない。
・自宅に食料や飲料水、カセットコンロ（予備のボンベ含む）等の備蓄があれば、避難所で
普段と違う食べ物や慣れない集団生活によるストレスを受けずに済む。感染症やエコノ
ミー症候群などの罹患も防げる。
⑥逆に、在宅避難のデメリットとは？
・最新情報を入手できない、相談できる人がいない、水や食料の分配を受けられるのか？
・共助ができない、食料等の配給がない、情報入手が困難。
・災害情報の入手。
・情報が入らない。
・情報が入りにくい。
・透析患者であれば通院の不安や、透析前後の体調管理。
・支援物資が届かない。緊急を要するときに支援を受けられない。
・食事がとれなくなるのではないかと思う。
・情報が入らない。食事や必要なもの支援をしてもらえない。
・災害の種類によっては、行動が制限される。
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・情報が入ってこない。食料調達が難しい。
・孤独感がある、食料が手に入らない、家屋の倒壊などの不安感がある。
・情報が入りにくい。
・避難所にいなければ分からないような情報が伝わってこない。水や食料などの配給が受け
られない。
・情報が入りにくい、孤立する、食料等の援助を受けられない。
・情報取得の範囲が限られる。孤立しやすい。
・どのようにして家族を守ればいいかよく分からない。メリットはデメリットでもある。
・情報収集が困難。孤立してしまうことへの不安。日常品が手に入らない。
 以上　
